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1 喫煙対策に関する各種方針・指針の流れ 

 

平成７年 国としてのたばこ対策と          ・平成７年５月２５日付け、７国体学第３２号 

して厚生省がまとめた「たばこ行動           「喫煙防止教育の推進について」の文部省通 

計画検討委員会報告書」を受けて、            知にて、「未成年者の喫煙防止教育を学校、 

文部省が全国に通知（文部省）                家庭、地域において積極的に推進すること」、 

                                                                   「学校等の公共の場における禁煙原則に立脚 

                                             した対策を確立すること」とする報告書の趣 

平成１２年 「２１世紀における国         旨を踏まえ、学校における喫煙防止に関する 

民健康づくり運動（健康日本 21）」            指導の充実等の一層の推進に努めることが 

を策定（厚生省）                             示された。 

 

平成１３年 「北海道健康づくり基     ・運動の期間は２０１０年度まで 

本指針～すこやか北海道２１～」を     ・目的…すべての国民が健やかで心豊かに活 

策定（北海道）               力ある社会とするため、健康寿命の延伸、 

                      生活の質の向上等を目指す。 

平成１４年 法律第１０３号内閣総理    ・たばこ…健康影響についての知識の普及、 

大臣「健康増進法」を制定          受動喫煙防止の環境づくり、禁煙希望者に 

                                       対する禁煙支援について設定。 

   

平成１５年 「健康増進法」の施行     ・文部科学省からの通知を受け、平成１５年 

に伴い、学校における受動喫煙防止      ５月２６日付け教福第１０２６号「受動喫 

等について、道立学校及び市町村教      煙防止及び喫煙防止教育の推進について」 

育委員会に通知（北海道教育委員会）     の通知にて、受動喫煙防止のために必要な 

                      措置を講ずるよう求めた健康増進法第２５ 

平成１５年 「新たな職場における      条の規定等を踏まえ、所轄の学校の受動喫 

喫煙対策のためのガイドラインの策定     煙防止対策及び喫煙防止教育の一層の推進 

について発表（厚生労働省）         に努める旨の指導を行った。 

 

平成１６年 「すこやか北海道２１た     ・「未成年者の喫煙防止」に関する具体的な 

ばこ対策推進計画」を策定（北海道）      取組の方針として、次の５点が示された。 

  ①未成年者の喫煙状況、喫煙防止教育の 

  取組状況に関する調査の実施 

平成１６年 「道立学校喫煙対策に関            ②薬物乱用防止に関する研修の実施 

する指針」を策定（道教委）                ③学校の喫煙防止教育に対する支援 

◇１０月１日からの敷地内禁煙を目指す。         ④幼・小・中・高等学校敷地内の完全禁 

（４月１日から９月３０日までを実施              煙化の推進 

のための準備期間とする。）                                 ⑤たばこ販売業者に対して未成年者への 

◇３月２３日、道立学校及び市町村教育            たばこ販売禁止の徹底を要請 

委員会に通知                                                               
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平成２２年 厚労省がまとめた「受      平成 22年 3月 12日付け 21ス学健第 33号 

動喫煙防止対策のあり方に関する検討     「学校等における受動喫煙防止対策及び喫煙 

会報告書」を受けた文科省通知を道立     防止教育の推進について」文科省通知にて、 

学校及び市町村教育委員会に通知      受動喫煙防止対策の基本的な方向性が次のと 

                                            おり示された。 

                                            ・多数の者が利用する公共的な空間について 

平成２４年 「平成 24年度学校におけ          は、原則として全面禁煙であるべきである。 

る受動喫煙防止対策実施状況調査の結        ・全面禁煙が困難な場合等においては、施設 

果について」（文科省）を各教育局を通     の態様や利用者のニーズに応じた適切な受 

じ、道立学校及び市町村教育委員会へ         動喫煙防止対策を進めること。 

 通知                    ・屋外であっても子どもの利用が想定される 

                        公共的な空間では、受動喫煙防止のための 

                        配慮が必要であり、学校等においては、受 

                        動喫煙防止対策については、適切な措置を 

                        講ずること。 

  

平成２４年「２１世紀における国民健康    ・推進期間は 2013年度から 2022年度まで。 

づくり運動（健康日本２１（第二次））」    ・国は、受動喫煙防止対策、禁煙希望者に対 

を策定(厚労省)                 する禁煙支援、未成年者の喫煙防止対策、た 

                        ばこの健康影響や禁煙についての教育、普及 

                         啓発等に取り組むこととした。     

 

 平成２５年「北海道健康増進計画 すこ    生活習慣病の重症化予防や社会生活を営む 

やか北海道２１」及び計画に付属する     ために必要な維持・向上などの視点を加え 

  「たばこ対策推進計画」を策定（北海道）        た新たな計画を策定。喫煙に関しては次の５

つの目標を定めた。 

                       ①喫煙が及ぼす健康への影響について普及啓

発の推進 

②たばこを止めたい人に対する禁煙支援体制

の充実   

平成２７年「労働安全衛生法の一部を          ③未成年者の喫煙防止 

改正する法律等の施行について｣(文科省)       ④妊産婦の喫煙防止と女性の喫煙率低下 

を、道立学校及び市町村教育委員会に          ⑤行政機関や職場等のほか家庭での受動喫煙  

通知                                        防止 

                                                

                                              敷地内全面禁煙の取組を進めることは、健康  

平成２８年「学校における受動喫煙防     への悪影響の排除はもとより、児童生徒への 

止対策の推進について」（道教委）を      喫煙防止教育を進める上でも極めて重要であ  

市町村教育委員会に通知           り、教職員はもとより保護者等の理解と協力

を得られるよう努めるなどして、学校におけ

る敷地内全面禁煙の実施・徹底について通知 


